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【調　　査】

都道府県別景気指標による景気分析＊

CPBIの予測力

浅子和美・小野寺敬

　本論文では，月次の共通指標から都道府県別CIを試算し，全国の景気基準日付に対する地域的な
先行・遅行の践行性を考察する．全国のCIを47都道府県に分割したとして，都道府県別CIから構
築される景気指標に，大数の法則や中心極限定理が適用可能かを見ながら，大筋としては，47の都
道府県別CIから構築した累積都道府県景気指標（CPBI）が，過去の全国レベルの景気循環のデータに

対して，景気局面の認定を再現することが分かる，「いざなぎ超え」で喧伝された直近の「山」の判
定においても，CPBIの構築法によっては適切な判定が可能であることも確認される．また，都道府
県別CIは単なる質的データではなく「量感」をも体現したものであることを利用して，　CIの上昇幅

で見た都道府県の景気の回復度合いを算出すると，循環ごとに地域間格差が広がっていることが理解
される．
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　　　　　　　　1，はじめに

　本論文の目的は，標題にもあるように，全国47
都道府県別の景気指標を用いて，全国レベルの景気

予測の可能性について考察するものである．バブル

経済崩壊後の日本経済は，1990年代から2000年代

にかけて進行したグローバル化の下での「構造改
革」の浸透によって，所得・資産格差や大企業・中

小企業間の格差の拡大が起こったとされるが，地方

経済を巡っても例外ではないとされる．本論文では，

同一の基準により都道府県単位の景気指標を構築し，

それを用いて景気分析を行う．

　景気指標を巡る注目すべきエピソードとしては，

2008年4月分の公表から，内閣府の景気動向指数
がそれまでのDI（Diffusion　Index）中心力・ら，国際

的にも主流のCI（Composite　Index）中心となり，　CI

を用いた景気判断の重要性が高まった．CIは複数
の経済指標の変化率を合成し累積させた指数であり，

景気回復の勢いや後退の厳しさなどの「量感」を表

す．公表がDIからCI中心に移行した背景には，
DIが拡張期ないし後退期といった景気の「向き」，

すなわち変化方向しか判断できないのに対して，景

気実感（景況感）を伴った景気指標の条件としての
「量感」が重要視された経緯がある．

　そうした内閣府の決定に呼応する形で，都道府県

の景気動向指数もDIからCIにシフトすると見込
まれるが，自治体のDIは構成指標がバラバラであ

り，内閣府と同様にDIと同じ指標でCIを作成し
てもモノサシが異なるため景気の「量感」を地域間
で比較できないという問題がある．本論文では，ま

ず都道府県別CIを作成する重要性を指摘するが，

この際の問題意識としては，都道府三間で「量感」

が共有可能なように統一された採用系列を選択する

ことであり，このタスクは日本経済新聞デジタルメ

ディアのNEEDS－CIDIcの登場によって解決され
た．本論文では，47都道府県の個別CIをベースに
して全国レベルの新しい景気指標である累積都道府

県景気指標（CPBI）を構築し，これによって全国の
景気基準日付の判定に役立てることを考える．

　本論文の構成は以下の通りである．まず第2節で

は，全国のCIを47都道府県に分割したとして，
都道府県別CIから構築される景気指標に関して，

大数の法則や中心極限定理に基づく2つの推測を提

起し，データによって検証することとする．第3節

は，小野寺（2008）に従いながら，都道府県別CI作

成までの経緯を説明する．第4節では，第11循環
の「山」から第14循環の「谷」までの計6回の景
気局面の転換点での，景気基準日付前後での都道府

県別CIの転換点の度数分布や累積度数分布（分布
関数）を図表を用いて考察する．これによって，第

2節で提起した2つの推測の当否が確認されること

になる．第5節では，都道府県を一律同等に扱うの

ではなく，都道府県の県内総支出によって加重する

とした場合に，第4節の度数分布や累積度数分布が
どのくらい影響を受けるかを確認する．

　第6節では，景気循環の日本地図を作成する．す

なわち，都道府県別CIを使い，各転換点において，

累積度数が25％，50％，75％，および100％にな
る4分割した「四分位レインジ」ごとの都道府県の

分布地図を描く．隣接する景気転換点での「四分位

レインジ」間の推移確率がランダムか否かの仮説検

定も行う．第7節では，いざなぎ超えを記録した第

14循環の「山」に関して，データが未整備の段階
での，度数分布や累積度数分布の動向について考察

する．第8節は，都道府県別CIの時系列データを
用いての景気分析に当てられ，CIの上昇率のデー
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タによって計測される地域間格差の拡大や，CPBI
を用いての歴代の景気基準日付の判定や第14循環
「山」の転換点の予測についても分析対象とする．

第9節は，本論文の結語部分である．

2．地方景気と全国景気：理論的関係

　全国をいくつかの地方に分割するとして，すべて

の地方の経済活動の合計が全国レベルでの経済活動

となるのは言うまでもない．他方，各地方経済が全

国経済の忠実な縮小となっていないのも明白な事実

であり，個別の地方経済間の相違も無視できないの

が一般的である．しかしながら，大数の法則（1aw

of　large　number）が示唆するように，地方の数が増

えるにつれて，それら「地方経済の平均的な姿」は，

「全国経済の真の平均像」に近づくであろう．

　本論文で都道府県別の景気指標に注目するのは，

全国を47都道府県に分割したとして，大数の法則
や中心極限定理が，地方の景気指標と全国レベルで

の景気指標との間の関係について適用可能なのでは
ないかとの推測（conjecture）に基づくものである．

より具体的には，以下の2つの推測を提起する．

推測A（不偏性）：全国の景気指標を構成する原

　　データと同じデータが都道府県別に利用可能

　　とするならば，都道府県ごとの景気局面を拡

　　張期と後退期に区分したとして，拡張期なり

　　後退期の累積度数分布が過半数（24＞47／2）

　　を超えたか否かで景気局面を判断した結果は，

　　（何回も繰り返しているとして平均的には）全

　　国の景気局面判断と同じものとなる．

推測B（正規性）：各都道府県の：景気局面を月単位

　　で測った場合，全国の景気局面が転換点を迎

　　える近傍では，転換点を迎えた都道府県の累
　　積分布関数は正規分布のそれになる。

　これら2つの推測の当否は，実際のデータの観察

によってチエックされる所以のものであるが，数理

統計学の知見を前提とした場合には，あらかじめ2
点の懸念材料がある．1つは，大数の法則や中心極

限定理を応用するには，47都道府県がサンプル数
としては少ないことである．また，不偏性の議論が

前提とするのに十分な数の景気循環の局面転換のデ

ータがあるわけでもない事情もある．もう1つは，

47都道府県が独立のサンプルとは前提しにくいこ
とであろう．

　1つの循環のサンプル数が47個で少ないのは止
むを得ないところであり，結果の判断において十分

配慮することにしよう．他方，サンプルの独立性に

ついては，二律背反に陥る宿命にある．すなわち，

景気循環そのものが，定義によってマクロ経済の同

調的変動現象に焦点をあてることから，しばしば践

行性が指摘される地域別の景気動向であるが，それ

なりの連動性が認められるのは疑いようもない．し

たがって，都道府県の景気がお互いに完全に独立で

あることはなく，その意味では，推測A（不偏性）
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と推測B（正規性）の成立の上でも留保条件となろう．

実は，この独立性の条件が，本論文を通じての都道

府県別景気指標を利用した景気予測の議論では重要
な論点となる。

3．都道府県別景気指標の作成

　既述のように，本論文の目的は，都道府県別の景

気動向から全国の景気動向を理解し，予測が可能か
を試みるものである．これが可能になるためには，

都道府県別の景気動向を，月次レベルの頻度で，共

通の手続きによって数値化したデータの存在が前提

となる．ところが，地域間比較などの目的で全都道

府県に月次の共通指標と同一の計算方法を使って景

気指数を作成した例は，NEEDS－CIDIcが登場する

までは見当たらなかった．ここでNEEDS－CIDIc
（CI＆DI　Calculator，シデック）は，日本経済新聞

デジタルメディアの総合経済データバンクNEEDS
（Nikkei　Economic　Electronic　Databank　System）カ§

開発した景気指数作成支援ソフトウエアである．こ
のソフトウエアの開発経緯については小野寺（2008）

が詳しく，単刀直入には，内閣府の手法に準じた

CIやヒストリカルDIなどがパソコンで簡単に算出
可能になっている．

　小野寺（2008）はまた，2008年6月段階での都道
府県の景気動向指数の公表状況を整理し，全都道府

県に共通のCIの必要性を指摘している．主な理由

は2つある．1つは，国レベルでもDI中心からCI
中心に移行した直後の段階であり，そもそも都道府

県レベルでのCIを公表していない自治体も少なく
ない．もう1つは，各自治体が作成する景気動向指

数は構成指標が統一されていないことである．青森
県の「海上出入貨物量（八戸港）」や島根県の「松江

城入場者数」など，地域固有の指標が意図的に組み

入れられているという尊重すべき背景もなくはない．

しかしながら，CIの作成を各自治体に委ねると，

内閣府の手順と同じくDIと同一の構成指標から作
成されることになり，結果的に各都道府県のCIは

バラバラの指標で作成されることになりかねないの

も事実であり，本論文の問題意識とは平行線をたど

ることになる．

　都道府県単位でのCIの足並みが揃わないのには，

都道府県の景気動向を比較するうえで必要な経済統

計の整備が遅れている事情もある．鉱工業統計を例

に取ると，生産指数は全都道府県が個別に公表して

いるものの，基準年改定や季調替えによる遡及修正

の時期がまちまちで使い勝手が悪い．出荷や在庫指

数は公表していないところも多い．また，家計調査

の消費支出は「農林漁家世帯を除く」ペースが長年

にわたって公表されてきたが，公表期間の短い「農

林漁家世帯を含む」ベースが2008年から主体にな
り，地域別の「農林漁家世帯を除く」データの公表

はなくなった。このほか一覧性のある形で，すなわ

ちすべての閲覧希望者に対して無条件で提供される

状態で，47都道府県の長期データが同一の表によ
り，あるいは書式が統一されて利用可能になってい
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る統計は限られる．

　ここで，具体的な都道府県別の景気指標の選定の

説明に入る前に，地域景気動向の分析に関する先行

的な事例を簡単に見ておこう．まず経済企画庁
（1981）の報告書は日本経済データ開発センターに委

託する形でまとめたものである．この中では12の
モデル府県を対象として詳細に採用系列を吟味して

おり，DI，累積DIなどを試算しているがCIは作
成していない．田原（1998）は，30の道府県が公表

するDIと景気基準日付をもとに，全国の景気基準
日付と比較した地域の破行性について分析している．

　小巻（2007）も，各都道府県で作成されているCI

（DIが作成されCIが作成されていない場合には累
積DI）と国のCI一致系列との時差相関係数を計測
し，都道府県ごとの厳行性が認められ’ることを確認

し，国のCI一致系列に先行する都道府県に注目す
ることによって，一国全体の先行指数として利用で

きるのではないかと指摘している．ただし，小巻
（2007）が利用した都道府県CIは各都道府県が作成

したCIであることから，既述のように採用指標は

都道府県によってまちまちであり，もともとDIも
作成していない9都府県は考察対象外となっている

ことも合わせると，第2節で提起した推測Aや推
測Bの成立の前提条件を満たしているとは言い難
い．小巻（2007）はむしろ，時差相関係数から検出さ

れた破行性が都道府県に固有の採用指標によっても

たらされる可能性を強調しており，都道府県で共通

の指標に基づくCIの必要性を提起する本論文の問
題意識とは一線を画したものになっている．

　以上のほかにも地域ブロック別の景気指数，一部

の都道府県に限定した景気指数，あるいは年次デー

タをベースとした県民経済計算などの事例は存在す

る．例えば，内閣府が原則として3ヵ月ごとに公表

している「地域別景況インデックス」は，月次の共

通6指標（鉱工業生産指数，大口電力使用量，実質

大型小売店販売額，建築着工床面積，所定外労働時

間，有効求人数，沖縄のみ観光入域客数を加えた7

指標）を使用したCI型の指数であるが，対象地域

は全国を10に分けたブロック別となっている．ま
た，村澤（2008）は月次レベル，都道府県レベルでの

景気指標作成の方向を提起しているが，実際の試行
はデータの制約から一部の都道府県に限られている．

要するに，現状においては，月次データをもとに共

通の方法で全都道府県の景気指数を作成した事例は
見当たらないといえる．

3．1共通の月次指標の選定手順

　本論文で利用する都道府県別CIは，小野寺
（2008）で説明されている手順で絞り込んだ共通指標

を採用したものであるが，ここではその手順を簡潔

に説明しておこう．都道府県別CIの作成に使う採
択系列の条件は，都道府県の景気動向指数の採用系

列上位，月次の長期データが全都道府県で揃うこと，

そして既存の景気指数の採用系列も参考にする，の

3つである。

景気動向指数の採用上位

　まず共通指標としてふさわしいもの，たとえるな
らば「最大公約数」的なものは何かを探るために，

各都道府県の統計担当部署の公表資料やホームペー

ジなどから景気動向指数の一致指数採用系列を調べ

た．小野寺（2008）が言及しているように，各都道府

県に直接電話取材したケースもある．

　集計の結果，採用系列の上位には生産指数，有効

求人倍率，大口電力使用量，出荷指数，輸入通関実

績，建築着工床面積，大型小売店販売額，所定外労

働時間指数などが並んだ．ただし，各々の系列には

いくつかのバリエーションが含まれている．例えば

生産指数では鉱工業全体の指数が一番多いものの，

製造工業や機械工業といった業種別指数を採用して
いる地域（例えば，新潟県や茨城県）もある．同様に，

大型小売店販売額について具体例をあげるならば，

既存店ベースの前年比伸び率もあれ，ぱ（例えば，群

馬県），全店ベースの売り上げ水準を採用している

ところ（例えば，山形県），百貨店に限定していると

ころ（例えば，石川県），単位売り場面積当たりの販

売額を県庁所在市の消費者物価指数で除して実質化

のうえ前年比伸び率としているところ（例えば，宮

城県）など，都道府県の実情に合わせて採用形態が
決められたものと推察される．

月次の長期統計が揃うか

　47都道府県の景気動向指数採用系列上位の中か
ら，次の優先要件として全都道府県の月次データが

揃うものを対象にした．その結果，大口電力使用量，

出荷指数，輸入通関実績などが脱落した．また，内

閣府の方式によるCIではトレンド計算のため後方

60ヵ月のデータが必要であり，ある程度の長期デ
ータを確保できないとCIの算出期間が短くなる．

売り上げ関連の指標のうち，大型小売店販売額（既

存店ベース）の前年同期比は都道府県別の公表期間

が1995年以降となっており，これを採用するとCI
の算出期間はさらに短くなるため採用は見送った．

既存の景気指数も参考に

　候補を次第に絞り込む一方で，他の景気指数の採

用系列を参考にした．前述のように内閣府「地域別

景況インデックス」は共通6指標で構成される．こ

のうち建築着工床面積は都道府県の採用が多く，全

都道府県のデータが揃うが，1980年代後半のバブ
ル期に極端な盛り上がりが見受けられ，バブル期の

ピークにかなり先行する地域が多かったため採用し
なかった．

　さらに日本経済新聞デジタルメディアが算出する

日経景気インデックス（日経BDの考え方も参考に
した．日経BIは生産，需要（売上げ），所得，雇用

というマクロ経済の4つの側面をそれぞれ代表する

鉱工業生産指数，商業販売額指数，全産業所定外労

働時間指数，有効求人倍率の4指標から構成され，

福田・小野寺・中込（2003）によって日本の景気を捉

える上で最も適切な組合せとされたものである．こ

こでも，基本的には同様の考え方を踏襲する．
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表1．景気基準日付との比較

谷 山

（マイナス＝先行， プラス＝遅行（月数）） （同左）

：景気基準日付 1986年11月 1993年10月 1999年1月 2002年1月 1991年2月 1997年5月 2000年11月

構成比（％）

先行 35．5 13．6 298 66．7 53．5 23．9 27．7

一致 似7 00 4．3 6．7 93 19．6 106

遅行 548 86．4 66．0 26．7 37．2 56．5 6L7

計 100．0 100．0 100．0 100D 100．0 100．0 100．0

平均月数

先行 一2．8 一3．8 一34 一1．6 一3．6 一3．1 一3．8

一致 α0 00 0．0 α0 OD 0．0 0ρ

遅行 2．7 4．2 3．5 1B 4．6 25 2D

総平均 0．5 3ユ L3 一〇β 一〇，2 α7 0．2
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注）　12ヵ月以上の先行または遅行を除外した場合，

　　　図1．内閣府CIと4指標によるCI
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3．2　4指標からなるCI
　以上のような手順を経て，最終的にCIを構成す
る指標としては，鉱工業生産指数，実質大型小売店

販売額，全産業所定外労働時間，有効求人数の4つ
の月次データを採用した．小野寺（2008）に従い，出

典や加工方法を以下に説明する．

鉱工業生産指数

　直近の約10年分は各都道府県の統計担当課に取
材・収集したが，CIを作成するには短すぎるので，

それ以前はNEEDSに収録していた複数の旧基準年
指数に季節調整を施し，リンク係数で単純に接続し

た．この結果，鉱工業生産指数のデータ開始期は

1973年1月（東京都のみ77年1月）となった．

実質大型小売店販売額

　支出ないし売り上げを代表する指標として採用し

た．経済産業省「商業販売統計」の都道府県別大型

小売店販売額を，総務省「消費者物価指数」の都道

府県庁所在市別データで割って実質化のうえ，季節

調整を施した．データ開始期は1981年1月である．

全産業所定外労働時間数
　サラリーマンの所得変動を表す指標として採用し

た．原数値は厚生労働省「毎月勤労統計調査（地方

調査）」をもとに，1972年以降のデータを入手した．

長調値は取調プログラムの制約もあって，1980年

以降のデータを作成した．

有効求人数

　雇用・労働関連の指標を代表するものとして，厚

生労働省「一般職業紹介状況」に掲載されている季

調値をそのまま利用した．雇用・労働関連の有力候

補の1つである有効求人倍率と比較した場合，1985
年以降では有効求人数の方がより景気基準日付との

一致性が高いことから採用した．

3．3内閣府CIと4指標からなる全国CI
　採用4指標はデータが長期間にわたって公表され，

現在の都道府県の景気動向指数に（類似の指標を含

めて）何らかの形で採用されているものが多い．つ

まり，「最大公約数」的な指標のなかでも，さらに

代表的なものである．これらは内閣府「地域別景況

インデックス」の構成6指標の一部にもなっている．

鉱工業生産指数を除けば一覧性もある．CIの算出

期間は全都道府県について1985年12月から2007
年12月までであり，この期間には86年11月～91
年2月，93年10月～97年5月，99年1月～2000
年11月，そして02年1月から直近まで計4回の景
気拡張期（順に第11循環から第14循環）と，それら

の拡張期をつなぐ3回転景気後退期（第11循環から

第13循環）を含む．

　内閣府公表の景気動向指数CIの一致指数は，鉱
工業生産指数など11指標を使用して算出している．

これに対し今回，都道府県別CIの試算に使用する

指標は4指標と少ない．しかし，4指標の全国ベー

スの統計データから全国のCIを作成し内閣府のCI

一致指数と比較してみると，図1に見られるように，

1986年以前と2002年以降の動きに若干の乖離が見
られ景況感の差異が認められるが，景気の転換点な

どのタイミングについては，両者は相当似通った動

きとなっている．したがって，11指標から得られ
る情報とほぼ同等の情報を4指標で再現していると

いう意味では，試算した都道府県別CIは，全国ベ

ースのCIを地域別にブレークダウンしたものにな
っているとの見方に，それなりの根拠を与えるもの

といえよう．

3．4　景気基準日付と比べた先行性・遅行性

　4指標を使って算出した47都道府県のCIから，
プライ＝ボッシャン（Bry　Boschan）法によってそれ

ぞれの転換点（「谷」と「山」）を判定したところ，表

1のような結果となった．同表の上半分は，日本全

体の景気基準日付と比較して先行，一致，遅行ずる
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表2．「谷」を迎えた都道府県の数

環
0
2
臨
監
σ
年

0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
8
7
8
2
2
6
6
6
6
6
7
7
7
7
7
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
2
7
3
0
7
3
3
3
3
3
5
5
5
5
5
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
2
6
7
8
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9

％
率
比
同

環
9
9
樗
第
σ
年

0
0
0
0
0
1
3
3
5
8
0
4
8
0
6
2
3
6
4
0
0
0
0
0
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
0
0
0
0
0
0
2
4
4
8
1
2
皿
箆
⑳
討
覗
認
η
路
融
0
α
α
α
α
α
α
甑
α
ユ
0
α
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
－
　
1
　
1
　
1
　
1
　
1

環
9
3
）
循
＝
月
1
2
翻
1
0
第
σ
年

0
0
0
0
1
3
3
3
3
3
3
5
8
8
5
7
9
8
9
2
4
5
5
5
6
0
0
0
0
2
4
4
4
4
4
4
8
2
2
5
7
1
3
0
7
9
1
1
1
3
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
1
2
2
3
6
8
8
8
9
9
9
9

環
0
2
日
計
第
σ
年

0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
6
3
0
3
1
4
4
4
4
4
5
5
5
5
5
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
3
3
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4

環
9
9
樗
第
σ
年

0
0
0
0
0
1
2
2
4
6
8
1
1
1
4
1
6
2
0
2
5
3
4
3
6
4
2
4
7
4
7
4
7
4
7
4
7
4
7

環
9
3
一
循
＝
月
1
2
創
1
0
第
σ
年

0
0
0
0
1
2
2
2
2
2
2
4
6
6
2
3
5
0
8
1
2
3
3
3
4
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
1
1
3
3
4
4
4
4
4
4

　
）
饒

一
端
百
重
』
⇒
も
1
2
3
4
5
6
7
8
9
m
琶

表3．「山」を迎えた都道府県の数
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都道府県の構成比を示したものであり，下半分は対

応する先行，一致，遅行の平均月数を算出したもの

である．この際，12ヵ月以上の先行または遅行の
地域は除外して計算した．プライ＝ボッシャン法の

基本的な問題意識とも相通じることでもあるが，転

換点があまりに短い間隔で起こったり，あるいはあ

まりに他とかけ離れて起こったりすることを避ける

　　　　　　　　ための方策であり，その間隔の臨

　　　　　　　　界値をここでは便宜上全国の景気

　　　　　　　　基準日付との比較で前後12カ月
　　　　　　　　に設定した結果である．

　　　　　　　　　表1を一瞥すると，どの循環の
　　　　　　　　転換点においても，一般論として

　　　　　　　　景気基準日付とぴったり一致する

　　　　　　　　都道府県は少なく，先行または遅

　　　　　　　　議している都道府県が多い．また，

　　　　　　　　景気循環の時期によって，先行す

　　　　　　　　る都道府県が多い時期と遅行ずる

　　　　　　　　都道府県が多い時期がある．

　　　　　　　　　4回の「谷」すべてを単純集計

　　　　　　　　すると，先行，一致，遅行の構成
　　　　　　　　比率は順に364％，5．2％，58．5％

　　　　　　　　（四捨五入によって100％となら
　　　　　　　　ない），同様に3回の「山」の先
　　　　　　　　行，一致，遅行の構成比率は順に

　　　　　　　　35．0％，13．2％，5L8％となって

　　　　　　　　いる．さらに，「谷」と「山」を

　　　　　　　　合わせた7回の転換点全体では先

　　　　　　　　行，一致，遅行の構成比率は順に

　　　　　　　　35．8％，8．6％，55．6％となる．

　　　　　　　　　これらの観察からは，本論文で

　　　　　　　　採用する都道府県CIは，平均的
　　　　　　　　には全国の景気基準日付に対して

　　　　　　　　僅かながら遅行ずる傾向が見られ

　　　　　　　　るが，先行と一致の都道府県を合

　　　　　　　　わせた構成比率とは，ほぼ拮抗す

　　　　　　　　る関係にあるとも判断される．サ

　　　　　　　　ンプル数が必ずしも多いとはいえ

　　　　　　　　ない（最大でも47×7＝329）こと

　　　　　　　　から，「先行・一致の構成比率と

　　　　　　　　遅行の構成比率がそれぞれ50％
　　　　　　　　で等しい」との帰心仮説は，通常

　　　　　　　　の有意水準では問題なく棄却され

　　　　　　　　ることはないからである．全国の
　　　　　　　　景気基準日付と比べて先行，一致，

　　　　　　　　遅行ずる都道府県の構成比率が，

　　　　　　　　「谷」と「山」でほとんど相違が

　　　　　　　　ないのも特筆されよう．

　　　　　　　　　表1の下半分からは，「総平均」

　　　　　　　　の欄に注目することによって，算

　　　　　　　　出期間に存在する4回の「谷」に

　　　　　　　　対しては平均1．1ヵ月の遅行，3
　　　　　　　　回の「山」に対しては平均0．2カ
　　　　　　　　月の先行，「谷」「山」全体では平

　　　　　　　　均0．7ヵ月の遅行であることが理

解される（なお，12ヵ月以上の先行または遅行の地

域を除外せずに機械的に計算すると，これらの平均

値は順に2．0ヵ月，0．4ヵ月，0．9ヵ月と修正され
る）．

　「谷」「山」全体での先行の平均月数，遅行の平均

月数を計算してみると，先行が3．2ヵ月，遅行が
3．0ヵ月といずれも概ね3ヵ月前後になる．つまり，
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図3．「山」を迎えた都道府県の比率
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先行する地域は景気基準日付に対して3カ月程度先

行，遅行ずる場合も3ヵ月遅行ずる．したがって，

先行地域と遅行地域との間では，平均して半年程度

のタイミングの「ずれ」が生じていることになる．

こうした「ずれ」の存在が，本論文の目的である都

道府県別の景気指標に基づいて全国レベルの景気予

測を行う際に重要な役割を演じることになるが，都

道府県別の先行・遅行の度数分布については，次節
でより詳しく考察する。

　その前に，個別の都道府県に見られる傾向を概観

しておこう．表1において，景気基準日付となる転

換点の「谷」「山」は合計7回あるが，これらすべ
てにぴったり一致した都道府県は1つもない．先行，

遅行が5カ月以内に収まり，その意味で全国の景気

と比較的連動性のあるのは1府11県（青森県，福島

県，群馬県，山梨県，長野県，愛知県，静岡県，大
阪府，岡山県，香川県，福岡県，熊本県）に止まり，

これ以外では景気基準日付に対して少なくとも1回

1

は6ヵ月以上の先行または遅行が生じ

ている．

　全国での景気基準日付に対して常に

先行，または遅行ずる都道府県は少な

く，4回目「谷」に対して常に先行し

た都道府県はなく，常に遅上していた

のは京都府，神奈川県，山口県，香川

県の4府県となる。また，3回の
「山」に対して常に先行していたのは

大阪府と徳島県の2県のみ，常に遅湿
していたのは栃木県，新潟県，長野県，

山口県，高知県，長崎県の6県である．

　都道府県ごとに先行・遅行関係が生
じるのには，浅子・板・上田（2007）で

議論されているように，経済変動にお

ける需要側要因・供給側要因多々ある

なかでも次の2つが特記されよう．ま

ず第1に，製造業・非製造業の構成比
率，製造業の中でも素材産業か装置産

業か，さらにはその時代時代でのリー

ディング産業は何かといった産業構造

が少なからぬ影響を及ぼしている．も

ちろん，地域によっては第1次産業の

ウエイトも無視できない。第2には，

一定の地域に限られた範囲で地震や風

水雪害，台風などの自然災害が確率現

象として発生し，それらからの被害が

甚大なものとなり得ることである。こ

れら2つの要因を受けて，地域の景気
の現状に鑑みた地域特有の景気対策も

発動されるのが一般的であり，その動

向が地域の景気の践行性をもたらしや
すいと考えられ，る．

4．都道府県別CIの分布と累積指標

　　　　　　　前節で求めた都道府県別CIに基づ
8　10　夏2　いて，全国の景気動向を表す新しい指

標を定義しよう．これは，47都道府県のCIによる
判断で拡張期なり後退期を迎えた都道府県の割合を

表す指標であり，累積都道府県景気指標CPBI
（Cumulative　Prefectural　Business　Index）と命名す

るものとする。前節で説明したように，各都道府県

における転換点は，都道府県別CIに対してプライ
；ボッシャン法を適用して判別するが，その結果，

転換点を迎えた都道府県に対して一律1／47＝0．021

のスコアを与えることになる．

　このCPBI指標は全国の47都道府県を対象にし
た上で，基本的にはいわゆるヒストリカルDIを計
算した指標といえよう．ここでヒストリカルDIは，
内閣府の景気動向指数（一致指数）を例にとるならば，

その採用系列それぞれについて「谷」や「山」が確

定した年月から，次の「山」「谷」が確定する年月

までは拡張期（プラス1の配点）ないし後退期（点数

は0）として点数を割り当て，各時点で採用系列数

に占めるプラスの点数の合計を求めた比率である．
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図4．「谷」を迎えた都道府県の度数分布
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はこうした「端点制約」がバインディ

ングにならないように工夫し，後の第

8節の分析では1986年11月の第U
循環の「谷」をめぐった考察も行う．
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CPBI指標は，まさにこの計算法を都道府県別CI
に当てはめたものである．

　戦後日本には14個の景気循環が記録されている
が，本論文で対象とするのは，第11循環（1986年

11月から93年10月）から第14循環（2002年1月か
ら07年10月までの拡張期とその後の未確定の後退
期）までである．このうち本節では，データの利用

可能性の制約から，基本的には第11循環の「山」

から第14循環の「谷」までの3つの「谷」と3つ
の「山」の合計6つの景気局面の転換点を考察対象

とする．第11循環の「谷」である1986年11月は，

算出した都道府県別CIのサンプル期間の端点（算
出開始期1985年12月置に近く，本節で問題とする
累積分布関数のグラフ作成の「12ヵ月前」のサン

プルを確保できないこと，およびNEEDS－CIDIc
にプログラムされたプライ；ボッシャン法では，端

点から6ヵ月以上離れていないと転換点を判定しな
いことが理由である．

　なお，ヒストリカルDIに倣ったCPBIの算出で

時点での累積密度が順に128％，

あり，全体的に第12循環と第13循環では都道府県

の転換点は遅行気味，第14循環では先行気味にな
っているのが原因に挙げられる．図4からは，3つ
の循環とも度数分布は単車形ではなく複数の頂をも

つ形状をしているが，最も度数の多い主峰の位置が

異なることが根本原因である．第12循環と第13循
環では，主峰はそれぞれ5ヵ月遅行と4カ月遅行に
あり，第14循環の主峰は先行でも遅行でもない一
致時点にある。

　次に，3つの循環の「山」について見る。図3に

おいて，3つの循環の「山」の累積度数分布は，
「谷」の場合と異なって，むしろ良く似た様相を示

している．第11循環，第12循環，第13循環の順
で，全国レベルでの「山」になる転換時点での累積
密度が順に48．9％，25，5％，27．7％となっており，

第11循環では先行と遅行の度数分布がほぼ拮抗し
対称性を示しているのに対し，第12循環と第13循

環は多くの都道府県が遅行気味ではある．しかしな

4．1累積度数分布
　第2節で提起した2つの推測の当否
を確認するために，都道府県別CIに

基づいた全国の景気基準日付の前後
各々12ヵ月で，「谷」ないし「山」を

迎えた都道府県の累積度数とその全都
道府県に占める割合（累積密度）を算出

したのが表2と表3，またそれらをグ

ラフにしたのが図2と図3である．さ
らに，図2や図3に対応して，各循環
の「谷」や「山」の前後12ヵ月にお
いて，その月に初めて転換点を迎えた

都道府県の度数分布を示したのが，図

4と図5である．

　図2は第12循環から第14循環の
「谷」について，また図3は第11循環

から第13循環の「山」について，内
閣府が公式に確定した景気基準日付に

対して，前後12ヵ月で転換点を迎え
た都道府県の累積度数分布（分布関数）

を示したものである．前後12カ月で
は転換点を迎えない都都道府県もある

ことから，図2や図3の範囲では累積
が100％（すなわち全度数）になってい

ない循環もある．

　まず，3つの循環の「谷」について

老察しよう．図2で，3つの循環の
「谷」についての累積度数分布は，か

なり異なった様相を示している，第

12循環，第13循環，第14循環の順
で，全国レベルでの「谷」になる転換

　　　　　　　　　29．8％，638％で
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がら，第12循環と第13循環も，わずか1ヵ月ない
し2ヵ月遅行ずる都道府県の度数が多く，急激に累
積密度が高まる形状になっているからである．

　図5からは，第11循環は転換点となる一致時点
と5ヵ月遅れに度数が集中する双峰形をしており，

第12循環は1カ月先行から3カ月遅行の範囲（ただ
し一致時点を除く）に集中し，第13循環は2ヵ月遅

行に集中するほぼ単峰岡になっていることがわかる．

こうした集中傾向が分布関数を全国レベルでの
「山」の近傍で急勾配にするのである．

4．22つの推測の当否
　本節の考察からは，第2節で提起した2つの推測
の当否に関しては，必ずしも統計的な検定をするわ

けではないが，厳密な意味では否定的なものになる

であろう．しかしながら，同時に，必ずしもまった
く問題外なものでもないことも確認される．

　まず，推測B（正規性）すなわち中心極限定理は否

定されよう．図4や図5から，「谷」や「山」の前

後での度数分布形が第13循環の「山」を除くと明
らかに単峰で左右対称の「釣鐘」状ではなく，正規

分布の度数分布形とは“似て非なるもの”と判断さ

れるからである．
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　ところが，推測A（不偏性）すなわ
ち大数の法則に関しては，結論はより

肯定的なものになったと判断される．

合計47の都道府県ではサンプル数が
必ずしも十分大きなものではないが，

平均的な都道府県の姿を見ることによ

って，全国の景気局面の転換点が近似

的に予測可能な範囲に収まっているか

らである。すなわち，表2や表3から，

累積分布関数が50％になるタイミン
グが，第12循環の「谷」が景気基準
日付から5ヵ月の遅行であるのを最大
の誤差として，残りの「谷」や「山」

の転換点については，すべてわずか3
カ月の遅行以内になっているのである．

　すでに第2節でも言及したことであ
るが，大数の法則や中心極限定理には，

十分目数のサンプル数と抽出するサン

プルが互いに独立であることが要件と

なる．都道府県別CIに関しては，推
測A（不偏性）の成立には問題を生じ

ない程度であるものの，推測B（正規
性）にとっては，対象とする循環によ

っては，致命的な障害となっているこ

とが確認されたといえよう．

5．都道府県の規模によるウエイト

　前節では，すべての都道府県に同じ

ウエイトのスコアを付したが，現実に

は日本のGDPの17％前後を占める
東京都と，比率が低い鳥取県や高知県

などでは経済規模は大きく異なる．前

節での分析結果からは，第2節で提起した2つの推
測が，厳密な意味では成立していないが，同時にま

ったく問題外なわけでもないことが示されたが，こ

の都道府県の規模の違いを考慮すると，2つの推測

に関する事情が改善されるかもしれない．

　本節では，以上の問題意識に基づき，47都道府
県を一律に扱うのではなく，都道府県の県内総支出

で加重したスコアを与える場合を考察する．すなわ

ち，前節の図2や図3では，累積度数分布（分布関
数）を求めるのに際して47都道府県の均等ウエイト

で描いたが，これを総支出額ウエイトで描き直すこ

とを考える．この際，各転換点でのウエイトは各転

換点に近い年の県内総支出を用いる．いわば，物価

指数とのアナロジーでいえば，ラスパイレス型の固

定ウエイトではなくパーシェ型の変動ウエイトによ

る加重方法である．

　以下では，各循環の「谷」や「山」ごとに加重に
よる修正部分を見ていく．前節で考察したように，

一般的には景気循環の「谷」の回りでは，都道府県

の度数分布はコブが2つ見られる双峰形をなしてい

るのに対して，「山」の回りではわずかな期間に集

中して分布する傾向があった．第13循環の「山」

では，ほぼ単峰形と見なせる状況も窺われたほどで
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　　　図7．第13循環の「谷」

〈谷（＝99年1月）を迎えた都道府県の比率〉
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より正規分布

5．1県内総支出による加重＝循環の「谷」

　図6から図8は，順に第12循環から第14循環の
「谷」について，県内総支出による加重の前後での

累積度数分布（分布関数）と対応する度数分布を描い

たものである．加重の結果，例えば東京都が転換点

を迎えると，分布関数は1／47＝2．1％に代わって一

挙に17％前後跳ね上がることから，分布関数に少
なくない影響が及ぶ可能性があるところであるが，

図6から図8では，その影響はむしろ小さいといえ
よう．すなわち，これらの図では，確かに累積度数

分布でジャンプが起こることがあり，第12循環の
「谷」では加重によって全体的に遅行の程度が高ま

る方向に累積度数分布がシフトする．しかしながら，

加重が常に遅行の程度を高めるわけではなく，第

13循環の「谷」ではむしろ逆のシフトが起こり，

度数分布形は典型的な双峰形を示している．

　第14循環の「谷」も第13循環の「谷」と同様で
あり，加重後の度数分布が2ヵ月遅行の密度が高ま

ることによって典型的な双峰形を示すことになり，

図8に描かれているように，累積度数

分布は2ヵ月遅行時点での傾きが急な
ものになる．

5．2　県内総支出による加重：循環の
　　「山」

　図9から図11が，第11循環から第
13循環までの「山」についての，県
内総支出による加重の結果の分布関数

である．第11循環では，加重によっ
て4ヵ月先行のウエイトが高まり，そ

のぶん分布関数が上方にシフトし，全

体の傾斜が緩やかになっているが，第

12循環と第13循環では，加重による
分布関数の変化は認められない．

　したがって，図9から図11の観察
からは，図6から図8の「谷」の場合
と同様，「山」に関しても分布関数の

形状に及ぼす影響は小さなものにとど

まるとまとめられよう．

　　　　　　　　　6．景気循環の日本地図

　　　　　　　本節では，都道府県別CIを使い，
　　　　　　各転換点において，累積度数が25％，

　　　　　　50％，75％，および100％になる4分
　　　　　　焦した「四分位レインジ」ごとの都道
　　　　　　府県の分布地図を描くことを試みる．

　　　　　　図12から図14が第12循環から第14
　　　　　　循環までの「谷」について，また図
　　　　　　15から図17が第11循環から第13循
　　　　　　環の「山」について，各転換点の全国
8　10　12　の景気基準日付に対して先行・遅行の

関係で分類し，各都道府県を色分けしたものである．

各図の地図において，左側には加重前の一律ウエイ

　トによる累積密度に基づく分類を，また右側には県

内総支出による加重後の累積密度に基づく日本地図

　を表示している．

　　これらの図においては，作図の意図としては原則

　として，累積度数が25％までの第1四分位レイン

ジに入る都道府県は黒塗り潰し，同じく50％まで
の第2四分位レインジに入る都道府県を濃い灰色，

同じく75％までの第3四分位レインジに入る都道
府県を薄い灰色で表示したものである（残りの75％

以上100％までの第4四分野レインジに入る都道府

県が白地）．図12の左側の加重前の日本地図に則し

て若干の凡例をあげるならば，黒塗り潰しの第1四

分越レインジには鹿児島県が，濃い灰色の第2四殿

位レインジには北海道が，薄い灰色の第3四分一レ

インジには愛知県が，そして白地の第4四分野レイ

　ンジには和歌山県が入っている。

　　ただし，実際には，月次単位で同時に転換点を迎

　える都道府県が共存しており，それらを区別するこ

　とはできないために，各四分位レインジの実際の内

容は「0％から25％以上まで」，「その次から50％

以上まで」「その次から75％以上まで」「その次か
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　　　図8．第14循環の「谷」

〈谷（＝02年1月）を迎えた都道府県の比率〉
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ら100％まで」となり，「四分位レインジ」は名目
的なものに過ぎない．

　また，第12循環と第14循環の「谷」（加重後）の

ように，25％を跳び越え一気に50％超まで累積度
数が達したために第1四分位レインジの黒塗り潰し

の都道府県が存在しない場合があることに注意する

必要がある．すなわち，これらのケースでは，第1

四分位レインジと第2四分位レインジに相当する都
道府県がすべて濃い灰色で表示されている．もっと

も，これらのケースは解釈によっては，濃い灰色を

すべて黒塗り潰しに替えて表示することもあり得る

ところであり，その場合には第2四分位レインジの
表示がなくなることになる．

8　　10　　12

加重後

’》
昌

加重前
l
iil

＼f 《
　．
@，
f
●
，

▽
1卜　I　IIグ，1

㌧＝　　l

@I　、『　1 、A，

6．1景気地図の特徴
　地図を一瞥することによって，いくつかの特徴が

読み取れる．まず第1に，どの景気循環の「山」
「谷」とも，都道府県の景気局面がまったく独立で

ランダムに決定されているわけではなく，一定の地

域的なつながり（ないし団塊）をもって波及する傾向

がある．換言するならば，近隣に位置する都道府県
の転換点が，相互に無関係でパラパラ点在するよう

な分布の仕方はしていない．もっとも，こうした観

察はあくまでも目の子算でのものであり，統計的に
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検証した訳ではない．

　第2に，団塊を形成するとはいえ，

特定の都道府県や特定の地域の団塊
を取り出して，いくつかの循環局面

を比較して共通点を見出すのは一般
論としては困難といえる．目立った
例としては，3大都市圏の中心となる

東京都，愛知県，大阪府について見

ると，大阪府は「山」については3
回とも加重前の25％の第1四分位レ
インジに登場しており，早めに「山」

を迎え下り坂に向かうことが窺われ
る．東京都や愛知県はそうした先導

役を果たしておらず，大阪府にも
「谷」の転換点では“朝告げ鳥”として

の役割は確立していない．

　第3に，「山」から次の「谷」，そ

の「谷」から次の「山」といった連
続する景気局面の転換点の関係をみ
るために，各転換点の25％の地図を

比較すると，少なくない確率で同一
の都道府県が連続して表示される傾
向がある．この傾向は，「谷」から
「山」にかけてと比べると「山」から

「谷」にかけてがより顕著であり，早

めに下り坂になると底入れも早い傾
向があるが，逆は必ずしも真ならず
ということになろう。

　　　　　　6．2　推移行列

8　10　12　前項で指摘した第3の特徴をより
詳細に確認するために，隣接する転換点における
「四分位レインジ」間の推移行列を求めよう．表4
の［i］から［v］の5つの4×4の行列において，第i

行第j列である（i，1）要素は，出発点となる景気転換

点での「四分位レインジ」がiに分類されており，

隣接する次の：景気転換点でjの「四分位レインジ」

に属する都道府県の数を記したものである．これら

の行列の（i，j）要素の合計は全都道府県の47になる

べきであるが，5つの行列のうち［i■ii］［v］の3つ

でそうなっていない．これは，第3節の表1で注記
したように，各都道府県の景気局面の転換点を全国

レベルでの景気基準日付の前後12ヵ月の範囲に限
定したために，その範囲を超えて転換点が記録され
た際に（i，j）要素にカウントされない場合があるから

である．

　さらに，これも景気循環の日本地図で指摘したよ
うに，各「四分位レインジ」は文字通りの都道府県

数の4分の1ずつに分かれるのではないことに注意
しよう．ある月において転換点を迎えた都道府県数

によっては，累積度数の節目となる25％や50％と
なる都道府県数をオーバーしてしまうが，その際に

はオーバーした都道府県をすべて同等に扱っている

からである．

　以上のようなデータ上の不統一もあることから，
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　　　　図9．第11循環の「山」

〈山（＝91年2月）を迎えた都道府県の比率〉
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表4の表示のままでは都道府県の循環局面間の先
行・遅行の推移状況が分かりにくいであろう．そこ

で，表4から推移確率を求めたものが表5である．
同表では，［i］から［v］の転換点間の推移確率として，

それぞれ上段には（1）［25一→25一］，（2）［25　→50「，

（3）［50一→50「によって，順に「0％～25％から

0％～25％へ」，「0％～25％から0％～50％へ」，そ

して「0％～50％から0％～50％へ」，の3通りの
先行グループ間の推移確率が示されている．同様に，
下段には，（4）［75＋→75＋］，（5）［75＋→50＋1，（6）

［50＋→50＋1によって，順に「75％～100％から
75％～100％へ」，「75％～100％から50％～100％

へ」，および「50％～100％から50％～100％へ」，

の3つの遅行グループ間の推移確率が示されている．

表5の推移行列を観察することによっては，表4で
は明確でなかった特徴が新たに見て取れる．

　すなわち，まず第1に，全国の景気基準日付に先

行して転換点を迎えた25％以下ないし50％以下の
都道府県は，それが「山」であろうと「谷」であろ

うと，その半数以上の都道府県では次の局面の転換

点でも全国に先駆けて転換点を迎えていることであ
る。しかし，全国の景気基準日付に遅行して転換点

を迎えた都道府県が，次の局面での転換点でも遅行

ずるとの先行・遅行での対称性は必ずしも成立せず，

％
〈第11循環（「山」＝91年2月）〉
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が局い．特に「0％～25％から0％～25％へ」の先
行四分位レインジ間の推移確率が，［i］［iii］［V］では

順に0，29，042，0．50となっており，［ii］［iv］の

「谷」から「山」では順に0．17と0．15であるのとは

際立って高いものになっている．

　もっとも，もともと四分位レインジ間の推移確率

は，ランダムで一様分布に従うとするならば理論的
には4分の1（＝0．25）であるから，0．42や0．50は別

として，0．29や0．17，0．15が際立って0．25と異なる

とは言えないかもしれない．実際，47都道府県レ
ベルのサンプル数での「比率の検定」からは，四分

位レインジ間の推移確率がランダムの0．25に等し

いとの帰無仮説は，有意水準を両側10％としても
0．50近くでないと棄却できない．

　第3に，遅行ずる都道府県の推移確率を見ると，

「75％～100％から75％～100％へ」の遅行四分位
レインジ問の推移確率は，［iii］と［V］の「山」から

「谷」では0．29と0．33と有意性は低いものの4分の
1を上回るのに対し，［ii］と［iv］の「谷」から「山」

にかけてでは，0．17および0．00と4分の1を下回

る確率になっている．すなわち，これらからは
「山」が遅行した場合には「谷」も遅行ずる傾向が
ある一方，「谷」が遅行した場合には次の「山」は

遅行せずに先行に転じる確率が高い．ちなみに，表

第13循環の「山」から第14循環の
「谷」にかけての実績を強い例外とし

て，一般にはむしろ遅行から先行に逆

転する可能性が高いことである．

　こうした傾向のインプリケーション

は，各都道府県の景気循環の局面転換

を平均して早めることから，全国レベ

ルでの景気循環のサイクルの周期を短

くさせることであろう．確かに表5の

対象となった景気局面については，第

11循環の後退期二32ヵ月，第12循環
の拡張期＝43ヵ月，同後退期＝20カ
月，第13循環の拡張期＝22ヵ月，同
後退期＝14ヵ月という動きからは，

そうした傾向が認められないわけでは

ない．しかしながら，周知のように，

続く第14循環の拡張期が57ヵ月持続
した第6循環の「いざなぎ景気」を凌

駕し戦後最長となったことから，景気

循環の短期化は強固に否定されること

になった（ただし，第14循環の拡張期

には2度の踊り場があったという観察

もあり，それらが後退期と判定されて

いたとするならば，景気循環の短期化
の流れに樟さしていたであろう）．

　第2に，前項の第3の特徴として指
摘したように，［i］［iii］［V］の「山」か

ら「谷」にかけてと［ii］［iv］の「谷」

から「山」にかけてを比較すると，

「山」から「谷」にかけての方が先行
する都道府県がそのまま先行する確率
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　　図10．第12循環の「山」

〈山（＝97年5月）を迎えた都道府県の比率〉
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5から計算するならば，50％以下までの先行グルー
プに転じる確率は，［ii］と［iv］それぞれで0．50と

0．71になる．ただし，ここでのストーリーも，［i］

の「山」から「谷」に関しては「75％～100％から

75％～100％へ」の推移確率は0．00（50％～100％へ

でもODO）となっており，明解な反例となることか
ら普遍性に欠ける観察ではある．

　第4に，そもそも先行・遅行の推移行列はランダ

ムな一様分布から乖離しているであろうか？　この

問いに対して，表4の推移行列を確率表記した場合
に「すべての（i，j）要素の確率が4分の1に等しい」

との無条件分布を検証する方法も考えられるが，こ

こでは「基準となる景気転換点での四分位レインジ

を所与として，次の転換点での四分位レインジが各

レインジで均等に分布し4分の1の確率となってい
る」との条件付き確率に関する帰無仮説を検証する．

　このような帰無仮説の検証には，実際の度数分布

と理論分布の乖離から計算される検定統計量を用い

た「分布の適合度検定」が適用できる．加納・浅子

（1998）の第7章によれば，その検定量はZ2分布に

従い，確率の和が1という制約の上で4分割してい
ることから，制約条件が1つで自由度は4－1＝3と
なる．

　表6のパネル（a）が4分割での検証結果を示した

8　　10　　12

加重後

ハ／

加重前 〔

＼
ノ’　1

竃

A一△
，’、

A
《

l　　　　I　　　　l　　　　h

，，β1トT－　　1
8　　10　　12

277

ものであり，［i］からと［v］までの景気

転換点の組合せに対して，基準点とな

る都道府県の四分位レインジに対して

自由度3のκ2分布に従う検定値を計
算したものである．この分布形の有意

水準5％と10％の臨界値は順に781，
6．25であり，帰無仮説の棄却域に入る

場合にそれぞれ星印2個と1個で表示
してある．

　帰無仮説の検証結果からは，有意水

準5％では帰無仮説が棄却されるのは
［i］の第11循環の「山」から第12循

環の「谷」への移行時で，75％から
100％に入る遅行都道府県と，［v］の

第13循環の「山」から第14循環の
「谷」への移行時で，25％以内と25％

から50％に入る先行都道府県の場合
であり，残りはランダムで一様に推移

するとの帰無仮説が受容される．有意

水準を10％とした場合には，これら
に加えて［i］で50％から75％に入る

遅行都道府県，および［iv］の第13循

環の「谷」から第13循環の「山」へ
の移行時で25％以下に入る先行都道
府県について，帰無仮説が棄却される

ことになる．

　表6のパネル（b）では，確認のため

に，4分割でなく先行・遅行の2分割
での理論確率α5に対して分布の適合
度検定を行ったものである．この際の

検定統計量となる自由度2－1＝1の
κ2分布の臨界値は，有意水準1％，5％，10％に対
して順に6．63，3．84，271であるが，帰属仮説の棄

却域に入るのは［i］の第11循環の「山」から第12

循環の「谷」への移行時と［v］の第13循環の「山」

から第14循環の「谷」への移行時のみで，ともに
1％有意水準（星野3個で表示）の領域に入っている．

他の移行時はすべて有意ではなく，条件付移行確率

が0．5でランダムとの帰無仮説が受容される．これ

らの結果は，概ね表6パネル（a）の4分割での検定

結果と整合的といえよう．

6．3景気地図の読取り
　前項の推移確率の考察からは，一方では，局面に

よっては都道府県ごとに何らかの特定の先行・遅行

パターンに従っていることが示唆されたが，他方，

一般論としては各都道府県が全国レベルと比べてラ

ンダムなタイミングで景気転換点を迎えているとの

仮説も棄却できないことが理解された．

　第3節でも言及したように，地域ごとに景気の寒

行性が生じるのは，経済活動の需要側要因・供給側

要因多々あるなかでも，地域での産業構造の状況と，

地域の地勢学的な要因に基づく経常支出の変動や大

地震や大型台風の襲来といったように，たまたまそ
の地域に確率的に発生した天変地異の影響が甚大で
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　　　図ll．第13循環の「山」

〈山（＝00年11月）を迎えた都道府県の比率〉
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あると考えられる，これら2つの要因への対応も含

めて，地方レベルでは，地域の景気の現状に鑑みた，

地域特有の景気対策も発動されるであろう．

　戦後日本の産業構造は中長期的に大きく変遷して

きた．都道府県の間での先行・遅行といった景気循
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図12．景気地図

轡か
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環の鍍行性のパターンが，循環ごとに

必ずしも安定したものになっていない

のは，背景で各都道府県の産業構造が

循環を通じて大きく変遷してきたから

と考えられる．例えば，勃興しつつあ

る産業の企業がある地域に新規に進出

し工場を開設するならば，その地域は

しばらくの間は日本の景気を牽引する

役割を担うことになろう．逆に，衰退

した産業の企業が，工場閉鎖によって

地域からの撤退を決めたならば，その

地域の景気はしばらくの間停滞を余儀

なくされざるを得ない．現実には，ど

の都道府県にも興隆する産業と減退す

る産業が併存しており，そのウエイト

の相違やある企業のたまたまの大型設

備投資のタイミングの相違などが，そ

の都道府県の先行・遅行の差として現

れると考えられる．

　換言するならば，地域の景気循環の

先行・遅行の践行性には何らかの確率

的要因が関与しているのは否定しがた

く，たとえ産業構造の現況などからの

何らかの必然性のある因果性があると

しても，それを実証的に検証するのは

至難の業である．そもそも都道府県別

の産業構造を的確に反映する数値指標

を構築するには困難な面があるが，も

しそうした指標のデータが利用可能と

しても，先行・遅行の状況と何らかの

有意な関係を探ることは困難であろう．

　浅子・小巻（2007）では，地域別のフィリップス曲

線の異質性の説明要因として，全国と全国を9分割

した地域での製造業と非製造業の構成比率の乖離具

合から「地域特化指数」を算出し利用しているが，

この手法を都道府県別データに拡張し，各循環の景

：第12循環「谷」

「谷」を迎えた地域（第12循環
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気局面「谷」「山」の転換点ごとに先行・遅行の程

度（あるいは先行・遅行を1，0の質的データとす
る）を説明する要因として考察することが考えられ
る．しかしながら，浅子・小巻（2007）から示唆され

るのは，一般に地域間での「地域図化指数」の相違

はそれほど大きなものではないことから，例えば本

節でみてきたような隣接する景気転換点での先行・

遅行の程度の変動の大きさと比べて，その間の「地域

特化指数」の変動具合が追い付かない可能性が高い．

　こうした背景を踏まえると，図12から図17まで
の日本の景気分布地図を読み取る上では，都道府県

ごとのその時点での産業構造を念頭に置くのが有用

であるが，それだけでは解明しつくせない懸念が残

ることになる．これは，もともと本論文の景気分布

地図が，景気基準日付に対しての先行・遅行関係で

描かれたものであり，任意の時点での都道府県の景

気動向を表示したものではないこととも関係するで

あろう．

　地域景気の鍍行性に関しては，日本銀行の「日銀

短観」や内閣府の「景気ウォッチャー調査」，朝日

新聞社の「地域経済アンケート」といったアンケー
ト調査や内閣府政策統括官室の「地域経済動向」，

日銀の支店長会議の「地域経済報告」，財務省の全

国財務局長会議，経済産業省の拡大経済産業局長会

議，あるいは日本政策投資銀行の「地域別設備投資
計画調査」，日本経済新聞社の「地域経済500調査」，

等々官民少なからずの調査報告がある．これらは都

道府県単位ではなく，全国をいくつかの地方に分割

した地方単位（同じ数の分割でも，具体的な都道府

県の内容は必ずしも同一でない場合もある）での景

気動向を分類したものが主であるが，それらから容
易に日本の景気地図を描くことも可能である。

　これらの景気地図と本論文での景気分布地図は景

気の異なった側面を視覚的に表示したものであり，
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そのことには繰り返し注意を促すものである．確か

に，景気分布地図としては，ほんらいは任意の時点

における各都道府県の景気動向を表示したものが自

然であろう．本論文で利用する景気指標である都道

府県別CIについても，その絶対水準なり基準時点
・や対前月比での変化率で分類する分布地図も考えら

れるところではある．しかしながら，第8節でも議

論するが，本論文での問題意識はあくまでも景気局

面の転換点の予測にあることから，より注視するの
は都道府県ごとの景気の先行・遅行状況なのである．

　　　7．いざなぎ超え：第14循環の「山」

　本論文を書き上げている段階（2009年春）では，

日本の景気は第14循環の後退期にあり，内閣府に
よる景気基準日付は2007年10月が「山」であった
と暫定的に判定されている．この「山」の認定に当

たっては，それまでの戦後最長の拡張期であった第

6循環のいざなぎ景気（1965年10月～70年7月）の
57ヵ月を超えたのか否かが喧伝されたのが記憶に
新しい．本節では，本論文で展開してきた都道府県

景気指標では，この段階での景気状況はどのように
判断されるか考察する．

7．12つの累積度数分布
　図18が累積度数分布を描いたものである．2007
年10月をゼロ期と想定して，上段のパネル（a）がこ

れまで同様1年（12ヵ月）前から「山」を迎えた都

道府県をカウントしたものであり，下段のパネル
（b）が2倍の2年（24ヵ月）前からカウントした場合

である．24ヵ月前まで考慮したのは，12ヵ月前に
「山」を迎えた地域が，それ以前の循環よりも格段

に多く目立ったからである．なお，プライ＝ボッシ

ャン法では前後の移動平均を計算するため，最新期

（端点）から数ヵ月前の期間は転換点を判定できない．
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　　　図17．景気地図：第13循環「山」

加重前）　㌦　　　　　　「山」を迎えた地域（第13循環　加重後）　・
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國　　　～25％　　　～50％
　　　～75％
　　～100％

表4．景気局面別都道府県四分位レインジ間の推移行列

［i］第11循環「山」から第12循環「谷」へ
　　　　　　　　　第12循環の「谷」
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’

第11循環の「山」

　　　　～25％
　　　　～50％
　　　　～75％
　　　　～100％
［ii］

～25％

　　4
　　2
　　5
　　1

～50％

　　4
　　5
　　4
　　4

第12循環「谷」から第12循環「山」へ

第12循環の「谷」

　　　　～25％
　　　　～50％
　　　　～75％
　　　　～100％
［iii］

　第12循環の「山」
～25％　　　～50％　　　～75％

　　2　　　　5　　　　3
　　3　　　　7　　　　5
　　4　　　　3　　　　0
　　1　　　　2　　　　2

第12循環「山」から13循環「谷」へ

第12循環の「山」

　　　　～25％
　　　　～50％
　　　　～75％
　　　　～100％
［iv］

　第13循環の「谷」
～25％　　　～50％　　　～75％

　　5　　　　1　　　　4
　　5　　　　3　　　　6
　　3　　　　3　　　　1
　　1　　　　4　　　　0

第13循環「谷」から13循環「山」へ

第13循環の「谷」

　　　　～25％
　　　　～50％
　　　　～75％
　　　　～100％
［v］

　第13循環の「山」
～25％　　　～50％　　　～75％

　　2　　　　7　　　　1
　　6　　　　2　　　　7
　　3　　　　0　　　　1
　　3　　　　2　　　　2

第13循環「山」から14循環「谷」へ

第13循環の「山」

　　　　～25％
　　　　～50％
　　　　～75％
　　　　～100％

　第14循環の「谷」
～25％　　　～50％　　　～75％

　　6　　　　5　　　　1
　　5　　　　11　　　　5
　　1　　　　1　　　　2
　　1　　　　0　　　　3

このため，「山」を迎えた地域の累積密度が途中か

らフラットになっている．

　24ヵ月前からカウントした累積密度は加重前，

加重後とも60％を超えているが，12ヵ月前からカ
ウントすると共に30％以下に止まる．第14循環は
拡張期が長い分だけ，息切れ（ピークアウト）する地

域も早めに出てきており，それをどこまで遡って判

断するかが結果の解釈でのポイントとなるが，どち

　　　　　　　　　　　　　圃も’
全国の「山」ニ00年11月　　　　・

　　　　　　　　　　らを重視すべきかは予断を許さない問題である．も

　　　　　　　　　　し，24ヵ月からカウントした場合の累積密度が
　　　　　　　　　　50％を上回った時点を第14循環の「山」とするな
～75梶`100陰　らば，該当するのは9・月前の2・・7年1月目なり，

　　4　　　1　　　暫定的に設定された景気基準日付よりも相当前倒し

　　0　　1　　になってしまう．
　　0　　　　0　　　　　　　　　　　既述のように，第14循環の「山」の判定におい
　　　　　　　　　　ては「いざなぎ：景気」超えがあるかないかを巡って，

　　　　～100％　　　マスコミを賑すほど専門家の間でも見解の相違があ
　　　　　　1　・た．その理由の1つとして・拡張期間中・・2度の

　　　　　　1　　　踊り場を経験したことがあげられる．1度目が2003

　　　　　　1　　　年春，2度目が04年後半期であったといわれるが，

　　　　　　　　　　2007年10月の「山」の24ヵ月前でも，2度目の踊
　　　　～100％　　　り場よりは手前の時期に当たる．それでも都道府県

　　　　　　2　　　によっては，いざなぎ超え前での景気の反転をもた

　　　　　　3　　　らした契機となった可能性を否定できない．
　　　　　　1　も。とも湘部は繊によ。てそれぞれである．

　　　　　　　　　　東京都の場合，第14循環のなかで一旦「山」を迎
　　　　　　　　　　えた（2006年7月）後，2007年4月に再び「谷」を
　　　　～100至　付けているが・そのまま「山」としてカウ・トし・

　　　　　　7　　　累積に加えてある．仮に東京都を「山」とカウント

　　　　　　1　　　しないと，加重後の累積は大きく低下する，つまり，
　　　　　　0　　　加重後で見た日本全体では，それほど景気は悪化し

　　　　　　　　　　ていないように見えるが，ピークアウトした地域そ

　　　　～100％　　　のものは増えていることになる．東京都のほかにも，

　　　　　　0　　　関東地方（茨城県，栃木県，千葉県，埼玉県，神奈
　　　　　　1　川県），大阪府，愛知県とい・た都市部では，2007

　　　　　　2　　　年12月段階でもCIが上昇局面にあり，図18の背
　　　　　　　　　　景には，地方と都市の：景気格差も潜んでいるといえ

　　　　　　　　　　よう．

7．2第14循環「山」の教訓
　さて，都道府県別CIを利用して国全体の景気基

準日付に整合的な形で「山」を認定しようとするな
らば，図18の第14循環の「山」の判定を巡る教訓
としては，累積度数分布の50％を臨界値として景
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　　　　表5．景気局面別都道府県の先行・遅行推移確率

［i］　第11循環「山」から第12循環「谷」へ
　（1）［25　→25一］＝0．29　　（2）［25｝→50一］＝0．57　　（3）［50一→50一］＝0．58

　（4）［75＋→75＋］＝0．00　　（5）［75＋→50＋］＝0．00　　（6）［50＋→50＋］＝OD7

［ii］第12循環「谷」から第12循環「山」へ
　（1）［25一→25一］＝0．17　　（2）［25一→50一］＝0．58　　（3）［50一→50一］＝0．57

　（4）［75＋→75＋］＝0、17　　（5）［75＋→50＋］＝0，50　　（6）［50＋一→50＋］＝0．29

［iii］第12循環「山」から第13循環「谷」へ
　（1）［25一一レ25一コ＝0．42　　（2）［25』→50一］＝0．50　　（3）［50一→50一］＝0．48

　（4）［75＋→75＋］＝0．29　　（5）［75＋→50＋］＝0．29　　（6）［50＋→50＋］＝0．39

［iv］　第13循環「谷」から第13循環「山」へ
　（1）［25一→25一］＝0．！5　　（2）［25一→50一］＝0．69　　（3）［50一→50一］＝0．49

　（4）［75＋→75＋］＝0．00　　（5）［75＋→50＋］＝0．29　　（6）［50＋→50＋］＝0．33

［v］　第13循環「山」から第14循環「谷」へ
　（1）［25一一ウ25一］＝0．50　　（2）［25一→50一］；0」92　　（3）［50　→50一］；0．79

　（4）［75＋→75＋］＝0．33　　（5）［75＋→50＋］嘉0．83　　（6）［50＋→50＋］＝0．73

（a）4分略

表6．推移確率のランダム性の検定

　0％～25％
25％～50％
50％～75％
75％～100％

（b）2分割

0％～50％
50％～100％

［i］

0．29

3．33

6．80寧

8．6α零

［i］

0．62

11．3一事

［ii］

2．00

2．44

5，00

0．67

［ii］

0．53

2．57

［iii］

3．33

L59
1．73

5．00

［ii1］

0．03

0，89

［iv］

6．38“

3．09

3．80

2．71

［iv］

0，03

1．33

［v］

8．67寧寧

9．27韓

0．60

3．33

［v］

11，8目零申

2．27

気転換点を判定する際には，12ヵ月前と24ヵ月前

の間で線引きすべきということになろう，12ヵ月
前のパネル（a）では景気基準日付と比べて遅すぎ，

24ヵ月前のパネル（b）では早すぎるからである．

　具体的にどれだけの期間に設定すべきかは，第
14循環の「山」の経験だけからは結論を出し難い

面もある．表2と表3からは，景気局面の転換点が
全国の景気基準日付の前後12ヵ月の範囲内に納ま

らない都道府県の数は，第11循環の「山」の4都
道府県，第12循環の「谷」の3都道府県，そして
第14循環の「谷」の2都道府県のみであり，しか
もこれらはすべて12ヵ月以上遅卜しており，12カ
月以上先行した例はない．ところが，図18からは，

第14循環の「山」の場合には，景気基準日付の12

ヵ月前には加重前で既に40％の都道府県で転換点
を迎えてしまっていることを示しており，過去の経

験とは大いに異なったものになっているのである．

　第14循環の「山」を除いては，12ヵ月を超えて
先行する例が過去の景気転換点（ただし第11循環の

「山」以降）で認められないことから，12ヵ月を超

えて先行する範囲で転換点を迎える都道府県をカウ

ントする設定をしていても，通常は転換点の認定に

何の影響ももたらさないことになる．したがって，

第14循環の「山」も含めて，すべての転換点に対

して12ヵ月以上前の時点からの都道府県別CIの
転換数をカウントする仕組みが，共通して望ましい

ことになる．その際，全国の景気基準日付との整合

性を強く意識するならば，例えば18カ月辺りを候
補にするのが折衷案になろう．

8．都道府県別CIによる景気分析

　第3節で触れたが，CIは複数の経済指標の
変化率を合成し累積させた景気指数であり，

景気回復の勢いや後退の厳しさなどの「量感」

を表す．それが質的データとしての景気の変
化方向のみを表すDIと比べての，明らかなCI
の優位点である．そこで本節では，CIのもつ
量感に基づく考察を行う．

　　8．lCIの上昇幅と地域間格差
　　　小野寺（2008）では，1985年12月から2007
　　年12月までを対象サンプル期間として，各組
　　道府県について，第11循環から第14循環の
　　景気の「谷」から「山」までのCIの上昇幅を

　　算出し，その都道府県平均値とばらつき具合
（最大値と最小値，および変動係数）を考察している．

　CIの上昇幅を景気循環ごとに平均すると，バブ

ル期の第11循環（1986年11月～91年2月）が最も
大きいが，これに次いで大きいのが直近の第14循
環の景気拡張局面であり，ここでは便宜的に2002

年1月から07年12月までとして計算した．また，
各期間で上昇幅の変動係数（＝標準偏差／上昇幅の

平均値）を求めたのが図19である．この変動係数は

景気拡張度のいわば「格差係数」と解釈される尺度

であり，図19より，景気循環を追うごとに次第に
地域間格差が広がっていることが理解される。

　第11循環ではCIの上昇幅の最大値（青森県）と
最小値（愛媛県）の格差は2倍程度にとどまっている

のに対し，第14循環では最大値（石川県）と最小値

（鳥取県）の問に約5倍の開きがある，第14循環の

拡張期に関してCIの上昇幅の上位・下位5都道府
県について，CIの4つの構成指標の動きを見ると，

CI上昇幅の上位地域は満遍なく鉱工業生産指数，

実質大型小売店販売額，全産業所定外労働時間，有

効求人数の4指標のどれもの上昇が大きくなってい
る．下位地域は生産や有効求人数の伸びが小さく，

大型小売店販売額も減少のところが多い．ただし，CI

にはトレンド要素があり，4指標の各期の推移だけ

からCIの動きを説明できないので注意を要する．

　CIの上昇幅に地域間格差が広がった要因を分析

するには，恐らく各都道府県の個別事情を詳しく調

べる必要があるだろう．小野寺（2008）では，人口の

年齢別構成やいくつかの産業構造関連のデータを使

って格差拡大の背景を探っている．これらの地域別

データは年次のものが多く，しかも飛び飛びの年に

公表があるためCIとは比較時点を揃えられない．

そうした困難はあるものの，便宜的に近接する年の

データを使い，CIの上昇率と1人当たり製造品出
荷額や2次産業従事者割合との相関が比較的大きい
ことが見出されている．

8．2　CPBIの時系列特性

　次に，基本的にヒストリカルDIの算出法を都道

府県別CIに当てはめた景気指標であるCPBI
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（Cumulative　Prefectural　Business　Index）を算出し

よう．CPBIによって，それが50％を超えた範囲
にあれば，景気の拡張局面が全国のどれくらいの範

囲に浸透しているかの尺度となり，逆に50％を下
回った範囲にあれば，景気後退局面が全国のどれく

らいの範囲に浸透しているかの尺度になる．50％
を超えた範囲や下回った範囲でのCPBIの反転は，
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拡張期や後退期の程度が全国では変局

点を迎えた兆候となろう．要するに，

CPBIの絶対水準の時系列を観察する
ことによって，都道府県別CIの変動
で表される景気動向が，地域的にどの

程度広がっているかの浸透度を理解す
ることが可能になる．

　言うまでもなく，CPBIは基本的に
は既に頻繁に利用してきた累積度数分

布と同じデータとして算出されるが，

累積度数分布は横軸が全国の景気基準

日付に対しての先行・遅行のタイミン

グで描かれるのに対し，CPBIは横軸
が時系列としての時間軸で表されるも

のである．ただし，あくまでも拡張期

にある都道府県の比率であるために，

循環の「谷」については累積度数分布

と同形であるが，「山」に対しては

50％の水平線を対称軸として上下が
反転して描かれる．

　また，前節でみたように，循環の局

面によっては（具体的には第14循環の

「山」のみであるが）累積度数分布の値

は，各都道府県別CIの景気転換点を
全国の景気基準日付と比べてどのくら

いの期間乖離していても許容するのか

に依存した．この点において，CPBI
としては，24カ月前まで許容してカ
ウントした累積度数分布の比率に対応

する値を採用した．全国の景気基準日

付が未知の段階では，各都道府県別
CIの転換点の認定結果を機械的にカ
ウントするのが，とりあえずは自然と

考えられるからである，この点につい
ては，結果の解釈をした後に再考する。

　さて，以上の設定の上で，都道府県別CIから実

際にCPBI（ただし加重前）を求めプロットしたのが

図20である．厳密には細かくなるが，図20を描く
にあたっては，次の前提の下でCPBIを求めた．ま

ず，サンプルの開始端点が1985年12月なのに対し
て，内閣府の全国の景気基準日付では85年6月が
第10循環の「山」，および86年11月が第11循環
の「谷」であることに注意する必要がある．したが

って，開始端点の1985年12月においては，多くの
都道府県も後退期にあると考えられるが，もちろん

既に転換点を迎えて拡張期にある都道府県もあり得

る（85年6月以前に「山」を打ち，85年12月に達
する前に十分な期間の後退期間が経過した都道府県
が候補）．

　ところで，プライ＝ボッシャン法では端点から6
カ月間以上離れて初めて転換点を判定する仕組みに

なっており，そのことは，言い換えるならば最低6

ヵ月間はCPBIの水準が一定に保たれることを意味
する．すなわち，開始端点から6カ月間は，仮にあ

る都道府県が拡張期になっていても，自動的に転換
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　　　　　図20．CPBIによる景気局面
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　　　　　　　　　　　　　　それ以前から拡張
期だった可能性もあるからである．6ヵ月以降に転

換点を迎えた場合には，便宜的に端点まで遡って転
換前の局面（具体的には後退期）が持続していたもの

と認定した．このような約束によって，図20のよ
うにサンプルの端点から6ヵ月間についても，拡張
期と後退期にある都道府県の割合を算定した．

　こうして，第11循環の「谷」も含めて，第11循

環の「山」から第14循環の「谷」までのCPBIの
時系列の値は，図20からも窺われるように，概ね
全国の景気基準日付と整合的な動きを示している．

第4節の累積度数分布（分布関数）や度数分布の考察

でも，平均的には全国の景気循環の基準日付と整合

的な値をとってきたことが確認されたが，第12循
環と第13循環の「谷」については景気基準日付と

比べて遅行ずる都道府県が相対的に多く，累積度数

が50％を超えるにはそれぞれ5ヵ月と3ヵ月遅れ
るのだった（表2参照）．

　しかし，この2つの循環の「谷」の例はむしろ例

外であり，図20からも，残りの第11循環と第！4
循環の2つの「谷」と第11循環から第13循環の3
つの「山」では，CPBIの水準が50％水準を横切
るタイミングが全国の景気基準日付とほぼ一致する

ことが理解される．「例外」がなぜ生じたのかは，

図4の度数分布の形状からは明らかであり，それぞ

れかなりの度数の都道府県が5ヵ月と4ヵ月の遅行
として計上されており，同様の情報は図2の累積度
数分布（分布関数）の形状からも読み取れる．

8．3CPBIによる景気予測
　前項では，CPBIを構築しその時系列データによ
って全国の景気局面を判断した場合のパフォーマン

スについても考察した．図20から得られる情報で，

取り分け興味深いのは，第14循環の景気予測に関

してである．この循環に対しては，2002年1月以

降の景気拡張期で，CPBIの割合は07年2月に
50％を切り，その後も50％を下回る状況が続いて
いることが分かった．つまり，前節でも考察したよ

うに，2007年2月以降過半数の都道府県で下降局
面に入っていることを示しており，CPBIから得ら

れる景気判断としては，07年1月近辺が第14循環
の「山」である蓋然性が高いということになる．

D

　日本全体の統計指標を使った内閣府の景気動向指

数は，ちょうどDIからCIに公表の中心が切り替
わった2008年4月分速報から，「局面変化」の可能

性があるとの判断が示され，6月分速報では基調判

断として「悪化」を示すに至った．その後，2009

年1月末になって，2007年10月が第14循環の暫
定的な「山」と認定されたが，振り返って図20の

終点端点である07年12月時点では未だ景気後退の

シグナルを発信しておらず，都道府県別CIをベー
スとしたCPBIから導かれる結果とは食い違いが生
じている．この背景には，拡張局面の地域が後退局

面の地域を穴埋めし，日本全体の景気が何とか持ち

こたえていた状況がある．見方を変えると，地域間

格差が拡大していることが図20のCPBIからも推
察されるのである．

　ただし，繰り返しになるが，CPBIによる第14
循環の「山」のタイミングは，各都道府県別CIの

転換点を制約なしにカウントした場合であり，全国

の景気基準日付に対する累積度数分布でいえば，ほ

ぼ図18のパネル（b）の24ヵ月前からの転換をカウ

ントしたケースに相当する．本項の冒頭では，そう

した扱いを，「とりあえずは自然と考えられる」と

記したが，前節での第14循環の「山」の考察から
は，事後的には24ヵ月前でなく18ヵ月前程度に転
換点を迎えた都道府県のみをカウントすることで算

出するCPBIが，もっとも全国の景気基準日付と整
合的になるとした．

　その知見を踏まえるならば，各時点でのCPBIの
値を算出する際には，次のステップを踏むのが考え

られる．すなわち，まず第1に，常にその時点が全

国の景気基準日付と想定して，その前18ヵ月以内
に転換点を迎えた都道府県のみを対象として拡張期

にある都道府県の数をカウントし，そこから計算さ

れる比率をCPBIとする．第14循環の「山」の判
定に則して架空の例をあげるならば，既に転換点を

迎えて後退期にあると判定した都道府県も，18カ
月を過ぎた段階では後退期にあるとしたのを反故と

して，CPBIの計算上は拡張期にあるものとカウン
トする．

　第2に，しかし，第1のステップで計算した
CPBIが50％の臨界値を超えた場合には，すでに
後退期に転じて18カ月以上経た都道府県も，その
時点から後退期に入ったものと認定するのである．

CPBIの計算上転換点が先送りされた当該都道府県
は，踊り場にあったとするのが1つの解釈である．

もう1つの解釈としては，当該都道府県の転換点は

あくまでも遡って最初の転換点であったものと認定

して，実際にCPBIの基準によって全国の景気転換

点を判定した前と後とで，異なった2つのCPBIの
時系列を記録し，それらの時系列上の乖離の程度を

景気指標の補足情報として利用することも考えられ

る．踊り場の存在が顕著な場合などは，有用な情報

源になるであろう．



9．おわりに

都道府県別景気指標による景気分析

　本論文では，月次の共通指標から都道府県別CI
を試算し，全国の景気基準日付に対する地域的な践

行性を考察した．全国のCIを47都道府県に分割
したとして，都道府県別CIから構築される景気指
標に，大数の法則や中心極限定理が適用可能かを見

ながら，大筋としては，47の都道府県別CIから構
築したCPBIが景気循環の局面判断に大いに有用で

あることを見てきた．また，都道府県別CIは単な

る質的データではなく「量感」をも体現したもので

あることを利用して，CIの上昇幅で見た景気の回
復度合いを算出し，地域間格差が循環ごとに広がっ

ていることを見た．

　本論文で構築したCPBIは，この分野での初めて
の試みであることから，残された課題も多いものと

認識している．以下では3つのみであるが最後に指

摘し，今後の研究推進の際にも十二分に心したく思

うものである．

　まず第1に，継続的なデータの整備の必要性があ

げられる．今回利用した中で最も蛍力を要するのは

鉱工業統計である．常に最新の鉱工業統計を利用可

能な状態にしておくには毎日のように都道府県に取

材しなければならない．仮に3ヵ月に一度程度の取

材であってもその都度，基準年変更や季調替えに対

応し，遡及修正が必要になる．

　課題の2つ目は，都道府県別CIを構築する際に
選別した，共通の採用系列の吟味である．支出関連

指標の代表として採用した実質大型小売店販売額は

循環的な動きに乏しい面があるが，利用可能なデー

タが制限されるため代替指標の選択の余地は小さか

った．例えば近年の産業構造の変化に応じてサービ

ス業の関連データの採用を検討してみても，都道府

県別のサービス関連の統計は少ない．この分野の統

計の拡充が望まれる。

　第3の課題としては，本論文で到達した研究成果
の一層の精査が望まれる。全国の景気基準日付の予

測指標としてのCPBIには，プライ＝ボッシャン法

のオプションの再考や「18ヵ月前」選択の是非も
含めて，精度の上昇を図る試みが望まれるし，現段

階ではやや荒削りの面があることから，今後景気循

環の転換点のデータが増えるにつれて，この面での
目標達成は十分可能と考えられる．また，景気拡大に

関して地域間格差が拡大している懸念が確認された
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が，今後はその背景を詳しく探ることが望まれよう．

　　　　　　　（一橋大学経済研究所・日本経済新聞
　　　　　　　デジタルメディア）
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